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ⅠⅠⅠⅠ はじめにはじめにはじめにはじめに■■■■

本会議は，函館市が厳しい財政を再建するための総合的な行財政改革プランを

策定するに当たり，幅広く提言を行うことを目的に設置されたものであり，市の

担当部局との意見交換も行いながら，活発な議論を重ねてきた。

函館市の財政状況については，多額の財源不足を起債と基金の取り崩しにより

対応している状況であり，今後も市税や地方交付税の減少が見込まれる厳しい財

政状況を踏まえれば，将来的に財政再生団体とならないためにも財政の健全化が

喫緊の課題である。

本会議では，函館市行財政懇話会からの提言をもとに，これからの行財政改革

に対する基本姿勢や具体的な対策などについて議論を重ね，「行財政改革を推進す

るために」，「健全な財政運営のために」という観点を大きな柱として行財政全般

にわたる聖域のない改革を計画的に進めることが必要不可欠であると考えた。

この提言書は，これまで６回にわたる会議での意見・提言をまとめたものであ

り，委員８人の財政再建への熱い思いと期待が込められていることから，函館市

においては，提言の趣旨を十分に踏まえ，今後，厳しい社会経済情勢の中にあっ

ても，持続可能な財政運営ができるよう，不断の改革を推進されることを強く望

むものである。

平成２４年１月１１日

函館市財政再建推進会議

委員長 乳 井 英 雄
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ⅡⅡⅡⅡ 行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革のののの必要性必要性必要性必要性■■■■

行財政改革は，社会経済情勢の変化に応じて，時代の要請や市民ニーズに即

応しながら，市民サービスを効率的かつ効果的に提供していくため，事業や組

織機構などを見直していくものであり，行政が積極的に取り組むべき課題であ

ると考える。

函館市においては，これまで昭和６２年度を始期とする第１次行財政改革か

ら，計画的に行財政改革を進めてきており，現在は平成２０年度から平成２４

年度までを計画期間とする「函館市行財政改革新５か年計画」に取り組んでき

たところであるが，社会保障費の増加や市税の減少などにより依然として厳し

い財政状況にあることから，今後においても間断なく行財政改革に取り組む必

要がある。

全国的には，高齢化の急速な進行により，年金・医療・介護等の社会保障経

費が急増し，その一方で人口減少はさらに進行することが予想されており，こ

うした状況は函館市も例外ではなく，市の人口は合併前の旧４町村を含め，昭

和５５年の３４万５千人をピークに減少を続け，直近の平成２２年国勢調査結

果の２７万９千人と比較すると３０年間で６万６千人も減少している。また函

館市の６５歳以上の人口は平成２２年度で２７．５％となっており，平成１７

年国勢調査時の２３．９％と比較しても急速に高齢化が進んでいることから，

今後の函館市のまちづくりにとって大きく影響するものと考える。

函館市の財政状況を見てみると，昭和６３年度以降の実質収支は黒字となっ

ているが，平成９年度以降は財政調整基金などの基金の取り崩しや，時限措置

で特例的に認められる退職手当債を活用しながらの財政運営であり，実質的な

赤字体質といえる。ピーク時の平成７年度末で８５億円あった財源調整のため

の基金残高が，平成２２年度末には２３億円まで減少してきていることや，退

職手当債を活用したことによる，将来的な償還金の負担を考えれば，今後は，

これまでのような財政運営を続けるのではなく，財政構造を早急に改善し，安

定的で持続可能な財政運営を確立していく必要があると思われる。

こうしたことから，職員一人ひとりがこのような危機的状況の認識を共有す

るとともに，将来を見据えたより強力な行財政改革に早期に着手すべきである。



- 3 -

ⅢⅢⅢⅢ 提 言提 言提 言提 言■■■■

１ 行財政改革を推進するために

（１）目標の明確化

（提言１）徹底した財務分析を行い，計画的な財政運営を行うこと

行財政改革を進めるには，まずは，何が赤字要因となっている

かなど，しっかりとした財務分析が必要であり，そのうえで財政

見通しを立て，事業の見直しを進める必要がある。

計画の策定にあたっては，数値目標を掲げるとともに，どの年

次に何をするのかといった具体的なプロセスを示すことが必要で

ある。

（提言２）市が自らも事業の検証・評価を行うこと

市の事業は，住民サービスの根幹を成すものであるが，その目

的や目標を失ってはならないと考える。そのためにも事業が目的

に沿っているのか，また目標を達成するための有効な手段となっ

ているか，などについて市が自ら検証・評価すべきである。

《提言の実現に向けての視点》

・ 収支バランスのとれた財政運営となるよう具体的な数値目標を掲げ

ること

・ 新たな行財政改革プランの策定に向け，人口減少や少子高齢化を見

込んだ財政見通しを立てること

・ 行財政対策は，先送りすることなく計画的に行うこと

《提言の実現に向けての視点》

・ 事業評価制度の導入を図ること
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（２）職員の意識改革と課題認識の共有化

（提言３）市の財政状況や行財政改革の必要性などを，職員が強く認識する

こと

市職員の財政状況に対する認識の甘さが事業仕分けなどを通じ

て感じられる。他都市との徹底した比較分析を行いながら，行財

政改革が必要な現状を職員全体で共有したうえで，行財政改革を

進めていくという，職員の意識改革を進めることが必要である。

（３）市民との情報共有

（提言４）市の予算や決算などの財政状況を市民にわかりやすく伝えること

行財政改革を進めるにあたっては，市民の協力も必要になって

くると考える。そのためには，市と市民の相互理解を深めること

が必要であり，市の情報を的確に，かつわかりやすく市民に伝え

ることが重要である。

《提言の実現に向けての視点》

・ 市の財政状況や行財政改革の必要性など，職員が意識を共有し積極

的に取り組むこと

・ 部局ごとの予算や時間外勤務手当のほか，行財政改革の取組みなど

についての情報を共有する「見える化」を進め，部局間においての競

争意識を高めるとともに，インセンティブを与えることも検討するこ

と

《提言の実現に向けての視点》

・ 市民に伝えるポイントを絞るほか，ホームページをはじめ様々な方

法を利用するなど広報の仕方を工夫し，情報発信力を高めること

・ 市の広報について市民の理解度を把握し，検証すること
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２ 健全な財政運営のために

（１）歳入の増加，歳出の削減

（提言５）歳入増の対策を講じること

財政運営においては，歳入をしっかりと確保することが重要で

あると考える。税等の公平負担の観点による未収金への対応はも

とより，様々な視点で歳入の増加策を講じる必要がある。

（提言６）歳出減の対策を講じること

事務費や光熱水費などの内部経費についても徹底した削減が必

要であり，こうした取組みを進めることにより職員の意識向上に

も繋がるものと考える。

（提言７）社会保障関係経費の適切な支出に努めること

社会保障関係経費は市の歳出の大きな部分を占めており，今後

も増こうが見込まれることから，財政運営に与える影響も大きい

ため，適切な支出に努める必要がある。

《提言の実現に向けての視点》

・ 備品・消耗品の調達方法等の見直しにより，経常経費全般にわたる節

減を図ること

・ 節約のプロジェクトやキャンペーンの実施など，職員の意識向上や実

践のための仕組みを検討すること

・ 使い切り的な予算執行を防止するため，厳格な予算管理を行うこと

・ 実績ベースでの予算措置を行うなど，経常予算の削減を図ること

《提言の実現に向けての視点》

・ 市税のほか，国民健康保険料などの未収金に対し，適切な措置を講

じ，収納率の向上に努めること

・ 庁舎や施設さらには遊休地の貸付け等，資産の有効活用を図るなど

歳入の増加策を検討すること

《提言の実現に向けての視点》

・ 生活保護世帯の実態調査を行うなど，適切な社会保障関係経費の支出

に努めること
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（提言８）補助金の見直しを進めること

事業仕分けを通じて，補助金の支出について明確な積算根拠や

基準のないものも見受けられた。補助金の支出にあたっては，事

業の公益性などを十分に精査し，透明性のある仕組みを構築する

ことが必要である。

（２）職員数の削減や給与制度の見直しによる人件費の抑制

（提言９）業務の見直しによる職員数の削減を図ること

職員数の削減には，現在の業務量を適切に把握することが必要

である。そのうえで削減可能な場合は，削減するとともに，市が

やるべき事と民間に委ねる事を明確にし，民間の活力を積極的に

活用するなど，既存事業や業務の見直しを行い，職員の適正配置

に努めることが必要である。

《提言の実現に向けての視点》

・ 補助金支出のための基本的な考え方を構築すること

・ 長年支出し，既得権化している補助金は，団体等の財務状況や公益

性を踏まえ，改めて見直しを検討すること

・ 補助金の成果・効果を判定する仕組みを構築すること

・ 委託業務と補助対象業務の区分を明確にすること

《提言の実現に向けての視点》

・ 現在の業務量を適切に把握すること

・ 不要不急業務の徹底した見直しを行い，職員数削減を図ること

・ 民間で行える業務は，積極的にアウトソーシングを進めること
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（提言10）給与制度の見直しについて検討すること

市の給与制度は人事院勧告に基づいているが，今後は，市独自

で民間給与調査を行うほか，各種統計資料も参考とするなど，早

期に給与水準の見直しを検討するとともに，職員のモチベーショ

ンやワーク・ライフ・バランスを考慮した給与制度など，新たな

視点からの弾力的な給与制度への見直しが必要と考える。

（提言11）横断的かつ効率的な組織の見直しを進めること

市の組織は，市民にとってわかりづらい面もあり，どちらかと

言えば縦割りに感じられる。市の組織は横断的かつ効率的な組織

にしていくことで，職員の意識を変え，市民サービスの向上に繋

がるものと考える。

また，分野によっては，関係する民間団体と連携を強化するこ

とにより，より効率的な行政運営や効果的な施策展開が可能にな

ると考える。

《提言の実現に向けての視点》

・ 勤務評価と連動した給与制度を構築すること

・ 時間外勤務の削減に向けた業務の見直しや，部局間での競争意識を

高める取組みを検討すること

・ 業務の繁閑による給与体系の導入について検討すること

・ 職員給与は民間調査を行うほか，各種統計資料も参考とするなどし

て，早期に，手当を含め，大胆な見直しを行うこと

《提言の実現に向けての視点》

・ 市民の相談等に対するたらい回しを避け，横断的かつ効率的な組織

の見直しを進めること

・ 本庁舎における各部の配置場所の見直しなどによる効率的な組織体

制の構築を検討すること

・ 類似した業務を行う団体と連携し，効率的かつ効果的な行政運営を

行うこと
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（提言12）職員の年齢構成のバランスをとること

職員数の削減により，職員の年齢構成にひずみが生じている。

将来的に安定的かつ効率的に行政運営を行うためには，バランス

の保たれた年齢構成が望ましいと考える。今後の行政運営に支障

がないよう早急に改善を図る必要がある。

（３）選択と集中による改革

（提言13）目的が達成されたものや目的にそぐわない事業を見直すこと

市の事業については，前例踏襲主義で行われていることが見受

けられる。それぞれの事業が行政目的を達成するために必要なも

のであるかをしっかりと検証し，社会情勢に合わせ見直すことが

必要である。

（提言14）公共施設は統廃合を含めた抜本的な見直しを行うこと

市内には，過去の市町村合併により同種の施設が散在している

ほか，老朽化している施設も多い。これらの施設については利用

実績や効率性などを検証し，統廃合を含めた抜本的な見直しが必

要である。

《提言の実現に向けての視点》

・ 職員数削減による退職者不補充により，職員の年齢構成が偏ってお

り，将来の行政運営のため改善を図ること

《提言の実現に向けての視点》

・ 事業仕分けを継続するとともに，仕分け結果を尊重した事業の見直

しを行うこと

・ 市が自らも事業評価を行い，事業を見直すこと

《提言の実現に向けての視点》

・ 公の施設に対する抜本的見直しを行うためのあり方を策定すること

・ 支所機能については，利用実績や市民ニーズ等を考慮し，見直しを

検討すること

・ 小中学校については，将来の児童・生徒数や配置場所を考慮し，計

画的な統廃合を検討すること
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（４）財政や事業に対するチェック機能の導入

（提言15）市の事業について，外部評価を含めた事業評価制度を導入するこ

と

財政運営や事業の見直しには，いわゆるＰＤＣＡサイクルのＣ

（チェック機能）が重要である。社会経済情勢に合わなくなった

事業を継続していたり，本来の目的とは違った予算の使われ方を

している事業も見受けられる。こうしたことを改善するためのチ

ェック機能が必要である。

３ その他

これまでの議論において，各委員の行政に対する意見が，まちづくりの分

野にまで幅広くわたった。函館市においては，行財政改革を進める一方で，

深刻な人口減少に歯止めをかけ，さらには，地域経済を活性化し，市税の増

収を図っていくことが必要と考え，次のとおり提言する。

（提言16）まちの活性化のための施策を講じること

不要不急業務の見直しを進めるなかで，まちの活性化や経済の

再生につながる企業誘致や起業家支援など，将来を見据えた施策

展開が必要である。

《提言の実現に向けての視点》

・ 外部委員による行財政改革の進行管理を行うこと

・ 事業評価や行財政改革の進行管理は市民にも公表すること
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ⅣⅣⅣⅣ おわりにおわりにおわりにおわりに■■■■

今回の財政再建推進会議では，６回にわたる会議の中で，委員から出された

具体的な視点に基づき，１６項目の提言にまとめたものである。

限られた時間の中での議論になったことから，十分議論を尽くせなかった面

はあるが，個別の提言については，委員それぞれの経験や専門性等が十分に反

映されているものと考える。

新たな行財政改革プランを策定する際には，この提言を参考に行財政運営全

般にわたる計画を取りまとめていただきたいと思うが，重要なことは，職員一

人ひとりが，行財政改革の重要性を認識し，自発的に行動することであると感

じている。

先行きの見えない社会経済情勢の中，我々委員も，提言に基づき策定される

プランについて進捗状況を引き続き注視し，市の発展のために議論していきた

いと考えている。
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ⅤⅤⅤⅤ 参考資料参考資料参考資料参考資料■■■■

１ 委員名簿 ※五十音順 敬称略

岩塚 晃一 函館タクシー株式会社代表取締役社長

近 伸子 市民公募

阪口あき子 株式会社シンプルウェイ代表取締役

佐藤たみ子 株式会社アイスタイル代表取締役

髙地 保之 髙地保之税理士事務所所長

乳井 英雄 函館大谷短期大学教授（委員長）

西村 淳 函館大学商学部准教授（副委員長）

長谷川克雄 市民公募

２ 開催状況

第１回 平成２３年 ９月 ６日（火）１８：００～２０：００

議題：(1) 市長挨拶

(2) 委員および事務局紹介

(3) 市長との懇談

(4) 委員長，副委員長の互選

(5) 会議の目的，スケジュール等説明

(6) 「行財政懇話会提言書」，「函館市の財政状況」，

これまでの行財政改革等の説明

第２回 平成２３年１０月１８日（火）１８：００～２０：００

議題：(1) 事業仕分け第１・第２クール結果報告

(2) 「財政見通し」・「市政運営の課題」について

(3) 意見交換等

第３回 平成２３年１１月１５日（火）１８：００～１９：４５

議題：(1) 第２回会議の論点整理

(2) 「委員長進行メモ」についての議論①

第４回 平成２３年１１月３０日（水）１８：３０～２０：００

議題：(1) 事業仕分け第３クール結果報告

(2) 第３回会議の論点整理

(3) 「委員長進行メモ」についての議論②

第５回 平成２３年１２月１６日（金）１８：００～１９：３０

議題：(1) これまでの意見の体系化についての議論

第６回 平成２３年１２月２７日（火）１８：００～１９：５０

議題：(1) 「提言書（案）」について
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函館市財政再建推進会議設置要綱

（目的および設置）

第１条 新たな行財政改革を進めるうえで，総合的なプラン策定にかかる，具体

的な取り組みについて検討・協議し，市長への提言およびプランの進行管理等

をすることを目的に函館市財政再建推進会議（以下「会議」という。）を設置

する。

（所掌事務）

第２条 会議は，行財政全般の課題および改善方策等について調査・審議し，市

長へ提言を行う。

２ 策定した行財政改革プラン等の進捗状況について，逐次報告を受け，市長へ

必要な提言を行う。

３ その他，効率的な行財政運営の推進に関し，市長が必要と認める事項につい

て調査・研究し，市長に提言を行う。

（委員）

第３条 会議は，委員１０人以内で組織する。なお，委員のうち２人は，公募に

よるものとする。

２ 公募以外の委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1) 学識経験者

(2) 経営分析等に精通する者

(3) 企業経営に参画する者

（任期）

第４条 委員の任期は２年以内とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

２ 委員は，再任されることができる。

（組織）

第５条 会議に委員長１人および副委員長１人を置く。

２ 委員長および副委員長は，委員の互選により定める。

３ 委員長は，会議を代表し，会務を総理する。

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理

する。

（会議）

第６条 会議は，委員長が招集する。

２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 委員長は，会議の議長となる。
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４ 委員長は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，

その意見または説明を聞くことができる。

（庶務）

第７条 会議の庶務は，総務部行政改革課において処理する。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか，会議の運営に関し必要な事項については，

委員長が会議に諮って定める。

附 則

１ この要綱は，平成２３年８月２２日から施行する。

２ 函館市行財政懇話会設置要綱は廃止する。


